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 竹原トンネル福岡側坑口部には熱水変質作用によって粘性土化した脆弱な層が分布していた．このため，掘

削開始後まもなく，トンネル坑内外の変位が大きくなり，このまま切羽を進めると大規模な斜面崩壊を誘発す

ることが懸念された．そこで，掘削断面の早期閉合と切羽前方地山の補強改良に着目した対策工を適用するこ

とで,切羽前方地山から既掘削部にかけての変位を連続的に制御し軟弱変質帯を突破した． 

 本稿では，竹原トンネル福岡側坑口部で採用した対策工の設計手法および対策工の効果について報告する． 
 

  キーワード：山岳トンネル，鏡ボルト，インバートストラット，早期閉合，切羽前方地山補強 

 

１．はじめに 

 

 福岡 442 号 竹原（たかはら）トンネルは，大分県

と福岡県の県境に位置する標高 740m の竹原峠道路

の改良を目的とした延長1,422mの2車線道路トンネ

ルである．このうち，本工事は福岡側坑口から 654m

を施工するものである．トンネル位置を図-1に示す．

本工事は 2003 年 11 月下旬に坑口付けを行い，12 月

上旬から上半先進ショートベンチカット工法でトン

ネル掘削を開始した．当初，福岡側坑口部の施工に

おいては，断層破砕帯が出現することが想定されて

いたため，補助工法として注入式長尺鋼管フォアパ

イリングおよびウィングリブ付き鋼製支保工を採用

した．しかし掘削開始後まもなく，トンネル坑内外

の変位が大きくなり，このまま切羽を進めると大規

模な斜面崩壊を誘発することが懸念された．そこで，

トンネル掘削による斜面崩壊の誘発を防止するため

に，掘削断面の早期閉合と切羽前方地山の補強改良

に着目した対策工を適用し軟弱変質帯を突破した． 

 本稿では，竹原トンネル福岡側坑口部の軟弱変質

帯における対策工の設計手法および対策工の効果に

ついて報告する． 

２．地形・地質概要 

 

 竹原トンネル福岡側工区坑口部周辺地山は，既存

文献および地形判読による地すべり地形とされてい

るが，トンネル中心線上の地表面勾配は 30°と比較

的急傾斜な地形となっている（図-2 参照）．地質年

代は第三紀中新世で，地層は鯛生層の風化変質安山

岩である．土質・岩質は熱水変質作用によって部分

的に粘性土化しており，この F6 断層に沿う変質帯の

幅はおよそ17mでトンネル軸線と約10°で交差して

いる（図-3 参照）．このような地質条件のため，当

初からトンネル掘削により地山の応力バランスを崩 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-1 竹原トンネル位置図 
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表-1 断層変質部 岩石試験結果 

単位体積 
重量γ 
(kN/m3) 

変形係数Ｅ 
(Mpa) 

粘着力ｃ 
(kN/m2) 

内部摩擦角
φ 

(°） 

23 4.3 8.7 7.9 

 

し，斜面崩壊を誘発することが懸念されていた．ま

た，ボーリング調査結果でも，この断層変質帯地山

は表-1 のように非常に脆弱な部分を含むことが予

想されていた． 

 

 

３．施工状況および計測結果 

 

(1)施工状況 

 本工事は，2003 年 12 月 9 日から上半先進ショー

トベンチカット工法で本格的に掘削を開始した．当

初からトンネル掘削に伴う斜面崩壊が懸念されてい

たので，動態観測を実施した（表-2および図-4参照）．

当初，切羽は強風化変質安山岩が主体で，天端部は

崖錐堆積物，切羽に向かって右側脚部は特に脆弱化

の激しい軟弱粘性土が占めていた．切羽の進行に伴 

表-2 動態観測工一覧表 

計測項目 測 点 摘  要 

№79+02 トンネル CL：1 測点 

№78+17 トンネル CL：1 測点 

№78+12 トンネル CL：1 測点 

№78+07 トンネル CL：1 測点 

№78+02 トンネル CL：1 測点 

№77+17 トンネル横断方向：5 測点 

№77+07 トンネル CL：1 測点 

№76+17 トンネル CL：1 測点 

地  表  面

変  位  計

№76+07 トンネル CL：1 測点 

K-A-1 L=46m 

K-A-2 L=34.5m 

地中傾斜計

K-B-3 L=24m 

A 測線 L=134.8m 

B 測線 L=63.3m 

C 測線 L=20.9m 

D 測線 L=23.3m 

E 測線 L=18.7m 

F 測線 L=16.0m 

地  表  面

伸  縮  計

G 測線 L=14.3m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

って，天端部の崖錐堆積物は上方に移動し切羽から

は消えたが，右側脚部の軟弱粘性土は連続的に出現

していた．当初設計の段階で地耐力不足が懸念され

ていたので，坑口からウィングリブ付き鋼製支保工

を連続的に使い，補助工法も注入式長尺鋼管フォア

パイリングを適用した． 

 

(2)計測結果 

 本工事で用いた計測管理基準値を表-3 に示す．地

表面伸縮計，地表面変位計および地中傾斜計の管理

基準値については，高速道路調査会による施工段階

の地すべりの管理基準値 1)を準用した． 

 2003年 12月 9日～15日にかけてTD6.8～TD14.8m

（TD6.8m はトンネル坑口から 6.8m の位置を示す．）

の掘削中に，どの計測値も管理レベルⅡに相当する

値を示したため，一旦切羽作業を中止し坑内補強を

施すとともに 1週間程度様子を見た．切羽作業を中 

図-3 坑口部地質平面図 
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図-4 動態観測工配置図 

図-2 坑口部地質縦断図 
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断するとどの計測値も収束する傾向が見られたので，

2003 年 12 月 22 日から 24 日にかけて TD15.8～

TD18.8m を掘削したところ，図-6および図-8に見ら

れるように，地表面と右側脚部が急激に大きく沈下

し，管理レベルⅡ～Ⅲに相当する変位を示した． 

 これ以上切羽を進めると大規模な斜面崩壊を誘発

することが懸念されたので，再度切羽を止め，吹付

けコンクリートによる上半仮閉合やＨ型鋼による坑

内補強を行い，再掘進のための対策工を検討した． 

 以下に，対策工施工までの各計測結果を示す． 

a)地表面伸縮計 

 図-5に見られるように，トンネル切羽進行に伴っ

て伸びから縮みに変化しており，12 月 9 日から 14

日までの変位速度が 35 ㎜/5 日と，管理レベルⅡに

相当する変位を示した．切羽作業を中断すると地表

面の伸縮の変化が止まることから，切羽進行に関係

なく経時的に一定方向に滑動する地すべり的な傾向

はないと判断した． 

b)地表面変位計 

 3 次元測定システムを用いて地表面変位を計測し

た．図-6 に見られるように，各測点はトンネル掘削

の影響範囲に入ると変位が始まる．12 月 9 日から 14

日までの鉛直成分の変位速度が45㎜/5日と大きく，

管理レベルⅡに相当する変位を示した．切羽作業を

中断すると変位が収束する傾向が見られた．地表面

変位は，鉛直成分は常に沈下傾向を示すが，水平成

分においては，切羽が計測点直下に近づくまでは坑

口方向に変位するが，通過すると坑奥方向に変位す

る傾向が見られた．これは，トンネル掘削に伴う変

位であり，変位量は大きいが現状では地すべり挙動

によるものではないと判断した． 

c)地中傾斜計 

 図-7 に地中傾斜計（K-B-3）による地中変位計測

結果を示す． 

 測定値表示で X軸は斜面上下方向で，ほぼトンネ

ル縦断方向を示し，プラス表示は斜面下方向すなわ

ちトンネル坑口方向変位を表す．Y 軸は斜面平行方

向で，ほぼトンネル横断方向を示し，マイナス表示

は右から左すなわちトンネル中心に向く方向を表す． 

 11 月 25 日の坑口の切取りに伴い地表面が坑口切 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-3 トンネル施工時管理基準 

レベル０ レベルⅠ レベルⅢ レベルⅣ

通常
点検・要注意

または観測強化

対策工・補強工
の検討

切羽作業の
一時中止

対策工・補強工

の実施
切羽作業の中止

警戒・応急対策
厳重警戒

一時退避

地表面伸縮計 5㎜以下/10日 5㎜以上/10日 15～25㎜/5日 25～50㎜/5日
50㎜/5日

～100㎜/日
100㎜以上/日

地表面変位計 5㎜以下/10日 5㎜以上/10日 15～25㎜/5日 25～50㎜/5日
50㎜/5日

～100㎜/日
100㎜以上/日

地中傾斜計
すべり面付近
の変位速度

5㎜以下/10日 5㎜以上/10日 5～25㎜/5日 25～50㎜/5日
50㎜/5日

～100㎜/日
100㎜以上/日

内空変位 － 5㎜以上/10日 10～25㎜/5日 25～50㎜/5日 － －

天端沈下 － 5㎜以上/10日 10～25㎜/5日 25～50㎜/5日 － －

レベルⅡ

動
態
観
測

地表面の
変位速度

計
測
工

トンネル内空
変位速度

レベル

対応区分

図-5 地表面伸縮計計測結果 

地表面伸縮計計測結果
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図-6 地表面変位測定結果 

地表面変位測定結果(地表面沈下)
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地表面変位測定結果(地表面水平変位)
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図-7 地中傾斜計計測結果 
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取り方向，すなわち斜面下方向およびトンネル中心

方向に大きく変位した．12 月 9 日のトンネル掘削以

後は，地表面は掘削部分であるトンネル中心方向に，

トンネル天端付近の深さでは斜面下方向に最も大き

く変位している．また，掘削盤である上半盤付近と

上半盤から約 6m 下方に変位の変曲点が見られる．上

半盤付近の変曲点は掘削部と未掘削部の境界，6m 下

方の変曲点は地質の変化点と推察される． 

d)坑内変位計測 

 図-8に内空変位測定結果を示す. 

 天端沈下量，内空変位量については，測点№79+2.3

および№78+17.3 における設置直後の変位量が 20～

35 ㎜/5 日と大きく，管理レベルⅡに相当するもので

あった．ただし，切羽作業を中止すると変位は収束

する傾向を示した． 

 №79+7.3の右側脚部沈下は20～25㎜/5日であり，

全体でも 60 ㎜と比較的大きな値を示した．また№

79+2.3 では 40 ㎜/5 日と管理レベルⅡに相当する変

位を示した．切羽作業を中止すると変位は収束する

傾向を示したので，年末休止前に 4m 掘削した．この

時，№79+2.3 と No.78+17.3 で 45～65 ㎜/5 日と管理

レベルⅡ～Ⅲに相当する変位を示した．さらなる変

状に備え，年末年始の休止期間中も観察計測を行っ

たが，変位は収束する傾向を示した．右側脚部は非

常に大きな沈下量となったが，切羽を止め坑内補強

を施すことにより，変状傾向は収束に向かった．し

かしながら，脚部沈下がこれ以上大きくなるとトン

ネル周辺地山の緩みを助長し斜面崩壊を誘発するこ

とが懸念された． 

 また，右側脚部の沈下と押出しによる変位角度α

（変位方向と鉛直線のなす角度）を確認した．ヨハ

ン・ゴルサー教授（レオン大学）よると，通常，天

端の値ではあるが，変位角度αは大体 10～15 度であ

り，この角度が 10 度から 40 度，50 度と上がるよう

な場合は，前方地山が柔らかい岩，10 度から下にか

なり下がるような場合は，前方地山が硬岩であるこ

とを暗示している 2)としている．切羽前方地山から

の押出し力と抵抗力を評価するという観点から，右

側脚部の測点毎の変位角度を表-4に示す．これによ

ると，坑口に近いほど変位角度が大きくなっている．

切羽を進めると沈下とともに押出しも発生すると推

察され，トンネルおよび周辺地山の安定性に悪影響

を与えることが考えられるので，沈下と押出しを極

力抑制する対策工を考える必要がある．すなわち，

これ以上の地山の緩みを許さないことが，トンネル

構造の安定および斜面崩壊の誘発防止という面にお

いて肝要であると判断した． 

 

図-8 内空変位測定結果 
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    表-4 脚部の変位角度  （単位：㎜，度） 

測点 79+10.3 79+07.3 79+02.3 78+17.3

沈下量 19 60 99 66 

押出し量 34 40 36 10 

変位角度 61 34 20 9 

 

 

４．対策工の検討 

 

(1)変位の原因と対策工立案の留意点 

 坑内外の計測値の分析結果から，比較的大きな地

表面変位や地中変位およびトンネル坑内の変位の主

原因は，変質帯部の地山強度が極端に弱く土被りが

小さいために作用荷重が大きいこと，また，脚部の

地耐力が極端に小さいことによるものと考えられた． 

 一方，水平ボーリングなどによる地質調査結果か

ら，今後も同様の地山が続くことが予想されたので，

これ以上の脚部沈下やトンネル押出し量を許容する

と，トンネル周辺地山の緩みを助長し斜面崩壊を誘

発することが懸念される．そこで，変質帯部での対

策工の着目点を，“脚部沈下の発生抑制”と“切羽前

方地山を含めた地山の緩み抑制”とした． 

 

(2)対策工の選定 

 地山の緩みやそれに伴う斜面崩壊の誘発防止に対

しては掘削断面の早期閉合および切羽鏡面の押出し

抑制が有効である．さらに全地山沈下量の 30～40%

を占めるといわれている切羽前方地山での先行沈下

を抑制することも，地山の緩み抑制に対して大きな

効果を期待できる．これらのことを実現するために

は切羽前方地山を改良し，強度および剛度を向上さ

せることが必要であることから，次の具体的な対策

工を選定した． 

①インバートストラットで早期に全断面を閉合し，

上半盤での支持時間を短くする．そのために，鏡

ボルトを打設し，切羽鏡面の自立を確保する． 

②鏡ボルトを切羽前方地山の強度と剛度を向上させ

る補強改良材として併せて活用することで，鏡面

の孕み出しを抑制し，地山の緩みを小さくする． 

③さらに切羽前方地山部の強度と剛度が向上するこ

とによって地山荷重がトンネル全幅の補強改良

地山で支持され，周辺地山の沈下と緩み抑制が期

待できる． 

 イタリアで最近採用されているトンネル工法 3)

（ADECO-RS）の考え方に倣い，トンネル地山変位を

切羽前方地山から既掘削部にかけて連続的に制御

する方法を採用することとした． 

 また，掘削時に切羽素掘り面からの崩落によって 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地山の緩みが助長されることを防止するために，先

受け工を併用することとした． 

 

(3)対策工の設計 

 インバートの早期閉合に関しては，全断面掘削が

最も合理的と考えられるが，軟弱変質帯の坑口部で

あることから施工の安全性を考えて，2m 程度の補助

ベンチを残すこととした．インバートストラットに

は上・下半部で採用している鋼製支保工と同サイズ

のものを採用し，この部分の吹付けコンクリート厚

は 250 ㎜とした． 

 先受け工に関しては，鏡ボルトにより切羽前方地

山の強度と剛度を向上させており，先受け材下部の

地山反力が十分に期待できることから，先受け材に

求める効果と経済性を考慮して，φ76mm の GFRP 管

を打設することとした．なお，打設ピッチは，標準

パターンである 45cm とした．また，掘削に伴い先受

け材端末部を 3m 程度切削することから，ラップ長を

確実に確保するために，一打設長を 15.5m として，

打設時点でのラップ長を 6.5m とした． 

a)鏡ボルトの設計方針 

 本対策工における鏡ボルトの設計は，図-9に示す

手順で行った． 

b)打設本数 

 打設本数は，図-10（a）に示す打設密度と効果の

関係から設定する．これによると，それ以下の打設

密度では効果が急激に低下する限界補強密度として

1.08 本/m2が読み取れる．この値を基本とし，1シフ

ト目の打設本数を 82 本とした． 

c)一打設長 

 一打設長は，図-10（b）に示す補強の一打設長と

鏡面の最大押出し量の関係から設定する．これによ

ると，一打設長は長ければ長いほど効果が高いこと 

図-9 対策工の設計フロー 

施工パターンの初期設定

初期設定パターンによる
効果の確認

模型実験と数値解析に基づいた
計算図表による設計

3次元数値解析（FLAC3D）による
対策工効果の確認

1シフト目実施パターンの
決定・施工

観察計測による
効果の確認

実施パターンの見直し

次シフトの施工
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を示している．本トンネルの場合，鏡面の押出しが

先行沈下を発生させる一因となるので，鏡面の押出

し量が小さければ小さいほど，先行沈下量も小さく

なることになる．ただし，経済性および施工性を考

慮し，一打設長を 12.5m とした． 

d)ラップ長 

ラップ長は必要最小補強延長と同様と考えられ

るので，長ければ長いほど効果の低下は少ないと考

えられる．ただし，対策工の効果，経済性および施

工性などを総合的に加味し，効果の低下をできるだ

け少なく抑えられる範囲として，図-10（b）から約

0.4D（4m）とした．このラップ長を確保すれば，効

果の低下はそれほど見られないと考えられる． 

e)定着・改良材と注入量 

 定着・改良材は，長尺鏡ボルトの使用目的が切羽

前方地山を改良し，強度だけでなく剛度も向上させ

ること，施工後ある程度の強度発現時間が確保でき

ること，湧水も多くないこと，などからセメント系

定着・地山改良材を使用することとした．注入量に

ついては，地山中に可能な限り注入すれば効果も高

くなるが，初期設定ということから過去の実績に基

づきボルト穿孔体積の2.5倍とし，209㍑/本とした．

この値については，施工状況によって 2シフト目以

降は増減させるものとした． 

 

(4)対策工の事前評価 

 前述の対策工の初期設定に基づいて，三次元有限

差分法解析（FLAC3D）でその効果を確認した． 

 図-11に解析結果（増分沈下量）の一例を示す． 

 解析の結果，断層変質帯突破時点（切羽位置：№

78+01）では，原設計（注入式長尺鋼管フォアパイリ

ング＋ウィングリブ付き鋼製支保工）で上半断面を

進めた場合よりも，対策工（長尺鏡ボルト＋インバ

ートストラット＋注入式長尺 GFRP 管フォアパイリ

ング）による掘削の方が沈下量は小さくなった．た

だし対策工を施した場合でも，最終的には，地表面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

で 10 ㎝程度，直下のトンネル天端部と脚部で 15 ㎝

程度のさらなる沈下が生じる結果となった．また，

図示はしていないが，掘削段階毎の塑性領域の進展

状況は，長尺鏡ボルトによる補強改良部分はほとん

ど塑性化しないが，掘削が進むにつれて補強部分の

前方，すなわち未補強地山が塑性化する結果となっ

た．これが大きな沈下を生み出す原因と考えられる．

これを解決するためには，断層変質帯全域を一度に

補強改良することが必要となるが，現場状況を考慮

すると非現実的な対策工となる． 

 

(5)対策工施工パターンの初期設定 

 解析では，大きな沈下を生み出す要因となる塑性

領域を発生させないためには，完全ラップ（ラップ

長 12m 以上）の鏡ボルトによる対策工が必要との結

果を得た．しかしながら，本トンネルの場合は，解

析モデルや地山物性値などに不確定要素を含んでい

るので，実施工で必ずしも解析結果通りの変位が発

生するとは限らない．逆に解析結果より大きな変位

が生じるということも考えられる．そこで，解析結

果を過度に評価することなく，先ずは当初設定した

対策工を施工し，切羽を進め，計測の強化と慎重な

施工管理によって，地山状況を確認しながら対策工

を増減する図-9 のような方法が現実的と考えた．対

策工の初期設定の施工パターンを図-12に示す． 

 

 

５．対策工の施工と効果 

 

(1)施工状況 

 再掘進は次の順序で行った．まず，①既掘削部を

インバートで閉合，②1 シフト目の長尺鏡ボルトと

先受け工を施工，③補助ベンチ付き全断面掘削＋イ

ンバートストラットによる閉合で掘進，2 シフト目

からは①地山確認および計測結果の分析，②長尺鏡

ボルトと先受け工の設計・施工，③補助ベンチ付き 

図-11 三次元数値解析による増分沈下量 

№78+07増分沈下量
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全断面掘削＋インバートストラットによる閉合の順

序で行った．この間，坑口上方斜面とトンネル構造

の安定および対策工の効果に着目し，計測管理を強

化した．長尺鏡ボルトの 1 シフト目は，測点№

78+15.2 の切羽から 82 本打設したが，2 シフト目以

降については，諸計測結果および軟弱層の出現が予

想される範囲を探り削孔等により予測し，打設範囲

を再設定した．結果的には，2 シフト目で 66 本，3

シフト目で 17 本打設した． 

 

(2)対策工の効果 

 図-13（a）に地表面沈下計測結果（経時変化）を

示す．計測値の傾向は対策工前では 30～45 ㎜/5 日

の変位速度が見られていたが，対策工後では 8㎜/5

日以下になった．図-13（b）に地表面沈下計測結果

（経距変化）を示す．先行沈下量は，切羽前方地山

未補強区間（以降，未対策区間と記述）の地表面（測

点№79+02，№78+17）で平均 56 ㎜であった．一方，

対策工区間の測点№78+12 および№78+07 の先行沈

下量はそれぞれ 56 ㎜と 51 ㎜であったが，これは，

対策工施工前のトンネル掘削の影響を受けたものと

推察される．また，対策工施工前のトンネル掘削の

影響が比較的少ないと考えられる測点№77+17 での

先行沈下量は 31 ㎜であり，未対策の場合の当該測点

での先行沈下量予測値 37 ㎜と比較すると，20%程度 

の先行沈下抑制効果が得られたと考えられる．さら

に，未対策区間（測点№79+02，№78+17）では，切

羽通過後，平均 63 ㎜の増分沈下量が生じ最終沈下量

が平均 119 ㎜に達したが，対策工区間（測点№77+17）

での増分沈下量は16㎜，最終沈下量は47㎜となり，

未対策の場合の当該測点での最終沈下量予測値 79

㎜と比較すると，40%程度の沈下抑制効果が得られた

と考えられる．図-13（c）に地表面水平変位の計測

結果を示す．切羽通過後は，坑奥方向（切羽進行方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

向）への変位を示した．このことは，地表面変位が
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図-13 地表面変位測定結果 
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図-12 対策工の初期設定施工パターン
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坑口方向（斜面下方）に向かう地すべり的挙動では

なく，トンネル掘削に伴う変位であることを示して

いるものと考えられる．これらの計測結果から，ト

ンネル掘削による斜面崩壊の誘発は，対策工の効果

によって防止できたものと判断される． 

 図-14（a）に右側脚部沈下の計測結果を示す．対

策工前は45～65㎜/5日の変位速度を示していたが，

対策工後では 7㎜/5 日以下になった．特に対策工後

に設置した 2 測点では最大で 20 ㎜程度の沈下量に

とどまった．内空変位（図-14（b）参照）について

も，対策工前の変位速度は 20～35 ㎜/5 日であった

が，対策工後では 6㎜/5 日以下となり，変位もほと

んど発生しなかった．また，図-14（c）に見られる

ように，対策工後は右側脚部の押出しがほとんど発

生しなかった． 

 各計測点には，同様の軟弱層が分布していたにも

拘わらず，このような結果を得たことは，長尺鏡ボ

ルトによる切羽前方地山の補強改良とインバート

ストラットによる早期断面閉合が有効であったこ

とを示唆するものであると考える． 

 

 

６．おわりに 

 

 熱水変質作用を受け，トンネル掘削による斜面崩

壊の誘発が懸念された坑口部を，大変位の原因とな

る不良地山を積極的に補強改良することによって，

突破することができた．本トンネル坑口部に適用し

た対策工の施工結果から，長尺鏡ボルトによる切羽

前方地山の補強改良とインバートストラットの併用

により，地表面の先行沈下，切羽通過後の地表面沈

下および坑内変位に対して変位抑制効果が得られる

ものと考えられる． 

 日本の山岳トンネルの標準工法である NATM は，既

掘削部の変位に着目して施工していくことが基本原

理のひとつとなっているが，本対策工（切羽前方地

山補強工）は，切羽前方地山から既掘削部にかけて

連続的に地山変形をコントロールするトンネル安定

化工法（ADECO-RS）の考え方に倣ったものである． 

 本工事での取り組みが，今後，同様の不良地山に

おける対策工の参考となれば幸いである． 
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図-14 内空変位測定結果 
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